
○ 住所地特例対象施設について

(1) 介護保険施設（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護療養型医療施設）
(2) 特定施設（地域密着型特定施設を除く。）

・有料老人ホーム
※ただし、有料老人ホームであって、特定施設入居者生活介護の指定を受けていない
賃貸借方式のサービス付き高齢者向け住宅は対象外。

・軽費老人ホーム
・養護老人ホーム

対象施設

制度創設時 ・介護保険施設（特養、老健、介護療養病床）のみ。

Ｈ17年改正後

（平成17年６月29日公布）
（平成18年４月１日施行）

（介護保険施設以外に次のものを追加）

・介護専用型特定施設のうち入所定員30人以上であるもの
・養護老人ホーム

Ｈ18年改正（三位一体改革）後

（平成18年３月31日公布）
（平成18年４月１日施行）

（特定施設部分の対象拡大）

・特定施設（有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、適合高専賃）

Ｈ23年改正後

（平成23年６月22日公布）
（平成24年４月１日施行）

（特定施設部分の改正）

・特定施設（有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護の指定を受けていない賃貸方式の
サービス付き高齢者向け住宅を除く。）、養護老人ホーム、軽費老人ホーム）

○ 対象範囲の見直しの経緯
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○「特定施設」のうち住所地特例の対象外の施設

住宅型有料老人ホーム

サービス付き住宅の
うち住所地特例の対
象外のもの

○有料老人ホームなどの特定施設は住所地特例の対象となるが、例外として、サービス付き高齢者向け住宅のうち
「賃貸借方式のもの」でかつ「特定施設入居者生活介護を提供していないもの」は、特定施設に該当しても、住所
地特例の対象外となっている。（※サ付き住宅のうち特定施設入居者生活介護の指定を受けている施設は５％に留まっており、
また、全体の89％は賃貸借契約のため、その太宗が住所地特例の対象外となっている。）

住宅型有料老人ホーム
（利用権方式）利用権

方式

賃貸借
方式

地域密着型
特定施設
（地域密着型特
定施設入居者生
活介護）

介護その他の日常生活上の世話、機
能訓練、療養上の世話を提供

介護、食事の提供、洗濯、掃除等の家事、健
康管理の少なくともいずれかを提供

安否確認、生活相談サー
ビスのみを提供

有料老人ホームに該当し
ない（食事提供等のな
い）サ付き住宅

住宅型有料老人ホーム
（賃貸借方式）

健康型有料老人ホーム
（利用権方式）

健康型有料老人ホーム
（賃貸借方式）

①有料老人ホーム

特定施設
入居者生活介護

サービス付き高齢者向け住宅（賃貸借方式）

サービス付き高齢者向け住宅（利用権方式）

③軽費老人ホーム

②養護老人ホーム

特定施設のうち
住所地特例の対象外

一定要件
に該当し
て登録

↓
サービス
付き高齢
者向け住
宅

特定施設（①②③のうち地域密着型
特定施設以外が該当）

介護付有料老人ホーム
（利用権方式）

介護付有料老人ホーム
（賃貸借方式）
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今後の課題

【日本再興戦略 ｰJAPAN is BACK- （平成25年6月14日閣議決定）】
○ 中低所得層の高齢者が地域において安心して暮らせるようにするため、空家や学校跡地などの有効活用による新たな

住まいの確保を図る。

今後の政府方針

背景：人口構成の変化
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被保護世帯数（１ヶ月平均）

保護率

%

0
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2,000
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3,000

2010 2015 2020 2025 2030 2035

千世帯 要支援要介護世帯

民間借家世帯

要支援要介護世帯かつ民間借家世帯

② 単身者・借家住まいの増加（推計）

【全国】

○ 高齢者の「居住」の場は、数量的に限界があるため、今後も適切な供給を図るための施策が必要。

○ 医療・介護の必要性が高い者から施設で受け入れられる場合、軽度のサポートのみを必要とする高齢者に対するセーフ
ティネットが機能しなくなるおそれ。

① 生活保護受給者の年次推移（実績）

受給者数は拡大の一途を
辿っている

自宅以外での介護サービス
の必要性の高まり

低所得高齢者の住まいについて

1,410,049世帯

1.52%
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空家（学校などの空き建築物を含む）の活用により、低廉な家賃の住まいを前提とした居住支援を実現

空家の実態

※二次的住宅：別荘及びその他（たまに寝泊まりする人がいる住宅）
賃貸用又は売却用の住宅：新築・中古を問わず，賃貸又は売却のために空き家になっている住宅

その他の住宅：上記の他に人が住んでいない住宅で，例えば，転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など
（出典）住宅・土地統計調査（総務省）

【空家の種類別内訳】

7.6%

8.6%
9.4%

9.8%

11.5%
12.2%

13.1%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

S53年度 S58年度 S63年度 H5年度 H10年度 H15年度 H20年度

【空家率の推移】

・設備の更新やバリアフリー化が必
要な空家については、改修等による

住まいの確保支援を実施

・入居可能な空家（改修したものを含む）について
は、マッチングによる入居支援から入居後

の生活支援までを一体的に実施

居住支援のスキーム

＋

賃貸用は約400万戸

賃貸用の住宅

二次的住宅

売却用の住宅

その他の住宅

空家総数
7,567,900戸
【H20年度】
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既存空家を活用した居住支援



ふるさとの会の取り組みについて
～生活困窮（高齢）者に対する居住と居場所（就労、社会参加含む）の確保を支援～
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ふるさとの会 提供資料



～生活支援を地域に埋め込む～

生活支援事業【ふるさと版】

（１） 支援拠点 居場所と相談窓口

（２） 居住支援 既存ストックの活用

（３） 生活支援 巡回型相談・訪問

生活の互助づくり（→就労の場づくり）

地域包括ケアシステムとの連携

（４） アウトリーチ 孤立した生活困難者の発見

（５） コミュ二ティ 居場所と地域づくりの互助

目的は「互助」づくり
87
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特養

生活困難な
住宅

事業実施主体
（社会福祉法人
・NPO等）
24時間対応

単身者の
施設に代わる住まい

①住まいの確保

軽度入所者の新
たな選択肢

必要に応じて外部サービスを提供

必要に応じて
建物改修費を支援

基金
（都道府県社協
その他の団体）

地域の社会福祉法人等

会費・寄付
③基金の立ち上げ

89

②生活支援

※ 住まいは、事業実施主体が
保証人となること、又はサブ
リースで確保

？
空家を活用

高齢者ハウス（仮称）

資
金

高齢者ハウス
（仮称）

高齢者ハウス
（仮称）

高齢者ハウス
（仮称）

訪問や相談援助等の
生活支援サービスを提供し
つつ、見守りを実施
（第二種社会福祉事業）

看取り医療 介護

住宅困窮者の居住の場

地域ごとに互助
（互いの見守り）

住
宅
情
報
の
管
理
・相
談
・

入
居
支
援
を
実
施

地域支援
の拠点

○ 自立した生活を送ることが困難な低所得・低資産高齢者を対象に、社会福祉法人やＮＰＯ等が、
➀既存の空家等を活用した低廉な家賃の住まいの確保を支援するとともに、
➁日常的な相談等（生活支援）や見守りにより、高齢者が住み慣れた地域において継続的に安心して暮らせるような体制を整備
することについて、国としても支援する。

○ また、➂これらの事業を実施するための基金の造成に係る立ち上げ支援も併せて行う。

「低所得高齢者等住まい・生活支援事業」の概要平成26年度
概算要求

平成25年9月18日
社会保障審議会介護保険部会 資料



ヘルスケアタウンにしおおい／東京都品川区

小中一貫校の整備により移転した小学校の校舎を福祉・交流施設に改修。公募で選ばれた社会福祉法人が
サービス付き高齢者向け住宅、高齢者向け活動拠点、認可保育園を運営。

写真提供： 社会福祉法人こうほうえん

2009年3月開設

戸数 42戸（定員48名）
住戸面積 20.68～37.89㎡
入居時費用 敷金

月
額
費
用

家賃 80,000～100,000円
※所得に応じて、高優賃制度に基
づく家賃補助と品川区独自の家
賃助成あり

共益費 30,000円
基本サービス費 30,000円（1人あたり）
食費 51,000円（1日3食・30日）

サ付き住宅 2人用住戸

サ付き住宅
車いす対応キッチン

建物外観（改修後）

◆ケアホーム西大井こうほうえん（サービス付き高齢者向け住宅）

廃校となった小学校の校舎を活用した取組の例
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全国平均
61,194人
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○ 都市部においては、多くの大学等の教育機関が立地し、全国的にも学生が多い状況にある。

都市部６都府県
平均265,368人

都道府県別 大学の数と学生数（平成２４年度）

全国平均
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一世世代が直面する課題

 居住の継続意向 （60才以上世帯の約60％→虚弱後50％）

子世帯と同居 同居家族による相続可能性は高い

今後の住み続け意向も高い
このような世帯はわずか（５％）

子世帯と別居

高齢期を迎える不安

地域サービスを利用して住み続けたい
安心できる住宅や施設に住み替えたい
わからない

５割
２割
２割

直系血族による相続可能性が低い

地域に住み続けるための
地域サービスが必要

50～60歳前後 沿線の便利な所を希望

70歳前後 子供の居住地近くを希望

沿線駅周辺マンション
＋近くにシニア関連施設

 住み替え意向 （60才以上世帯の約10％→虚弱後20％）

ニーズ 住み替え先が必要

子供居住地の近くの
シニア関連施設
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第３回検討会 園田教授 提出資料



引退期・老後期の住替え
「早めの引越し」

不便で住みにくくなった所から、生
活に便利な所へ。
より安心できる所へ。

「要介護期の住まい」

人里離れた介護施設より
も街中の「住宅」で

高齢者の街中居住
の実現

住宅地

日常生活圏

市町村

地域資源の再編による高齢者の街中居住の実現
Aging in Place & Community in Care
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第３回検討会 園田教授 提出資料



６．生活支援・予防
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買い物で不便や苦労がある世帯の割合

平成23年、農林水産政策研究所、食料品アクセス問題の現状と対応方向

4,980 6,008 6,679 7,007 7,298 7,622

5,403
6,209

6,512 6,453 6,328 6,254
20.0

23.1
24.9 25.7

26.6
28.0

0.0

10.0

20.0

30.0

0

5,000

10,000

15,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年

世帯主が65歳以上の夫婦のみの世帯数

世帯主が65歳以上の単独世帯数

世帯主が65歳以上の単独世帯と夫婦のみ世帯の世帯数全体に占める割合

高齢者世帯の年次推移

国勢調査（平成17年）、国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口（平成19年5月推計）」
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認知症高齢者数の将来推計

（単位：万人）

出典：「認知症施策推進５か年計画（オレンジプラン）」,平成24年9月公表の数値をグラフ化

41.7%
34.0%

19.7%
16.7%

15.0%
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4.4%
3.8%
3.8%
3.6%
3.6%
3.0%

家の中の修理、電球交換、部屋の模様替え
自治会活動

掃除
買い物

散歩・外出
食事の準備・調理・後始末

通院
ごみだし

薬をのむ・はる・ぬる
選択

つめきり
預貯金の出し入れ
家・庭の中の移動

体の向きをかえる・寝起き動作
入浴
洗髪

歯磨き、入れ歯の管理
排泄

着替え
職維持を食べる

公共料金の支払い
洗顔

１人暮らし・高齢者世帯が生活行動の中で

困っていること

平成23年度老健事業、１人暮らし高齢者・高齢者世帯の生活課題とその
支援方策に関する調査（みずほ総研） 95

生活支援のニーズ
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６０歳以上の住民のグループ活動

平成24年度版 高齢社会白書、内閣府

全地域で実施済

み, 26.4%

一部地域で実施,
7.9%

モデル事業を実施

中, 2.5%

現在検討・準備中,
39.5%

現時点では実施

予定なし, 23.6%

（全国1,750自治体のうち有効回答数 ｎ＝９８２）

高齢者の見守りネットワークの形成状況

平成22年内閣府 経済社会総合研究所「セルフ・ネグレクト状態にある
高齢者に関する調査＿幸福度の視点から」

地域住民の互助活動およびＮＰＯ等による生活支援サービス

64

95

188

394

86

9

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80代

90代

無回答

256

106

114

72

82

54

35

23

29

65

自立

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

不明

無回答

平成22年「神戸市の非営利組織による介護保険制度外サービス実態調査」

ＮＰＯ等による生活支援サービスの利用状況
（調査対象10団体のサービスを利用する高齢者のうち有効回答数 ｎ＝８３６）
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（民間・公的を問わず介護保険対象外の生活支援サービスを利用

した高齢者のうち有効回答数 ｎ＝２９６）
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地域住民の参加

高齢者の社会参加

生活支援サービスの充実と高齢者の社会参加

生活支援サービス

生活支援の担い手
としての社会参加

○現役時代の能力を活かした活動
○興味関心がある活動
○新たにチャレンジする活動

・一般就労、起業
・趣味活動
・健康づくり活動、地域活動
・介護、福祉以外の
ボランティア活動 等

○ニーズに合った多様なサービス種別

○住民主体、NPO、民間企業等多様な
主体によるサービス提供

・地域サロンの開催
・見守り、安否確認
・外出支援
・買い物、調理、掃除などの家事支援 等

バックアップ

バックアップ

都道府県等による後方支援体制の充実

市町村を核とした支援体制の充実・強化

○ 単身世帯等が増加し、支援を必要とする軽度の高齢者が増加する中、見守り・配食等の生活支援の必要性
が増加。ボランティア、ＮＰＯ、民間企業等の多様な主体が生活支援サービスを提供することが必要。

○ 高齢者の社会参加をより一層推進することを通じて、元気な高齢者が生活支援の担い手として活躍すること
も期待される。このように、高齢者が社会的役割をもつことにより、生きがいや介護予防にもつながる。
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社会参加は介護予防に
もつながる

ボランティア同士の支
え合い（地域活動を⾏
うことで、必要な時に
自分も地域活動による
支援を受ける）の実現⺠間企業 ボランティアＮＰＯ

バックアップ

市町村を核とした支援体制の充実・強化（コーディネーターの配置、
協議体の設置等を通じた住⺠ニーズとサービス資源のマッチング、情報集約等）

事
業

主
体

○⾼齢者の在宅⽣活を⽀えるため、ボランティア、ＮＰＯ、⺠間企業等の多様な事業主体による重層的な
生活支援サービスの提供体制の構築を支援

・介護支援ボランティアポイント等を組み込んだ地域の自助・互助を横展開

・「生涯現役コーディネーター（仮称）」の配置や協議体の設置などに対する支援

⺠間とも協働して⽀援体制を構築

家事援助 安否確認

食材配達

移動販売

配⾷＋⾒守り

自
治
会
単
位
の
圏
域

小
学
校
区
単
位
の
圏
域

市
町
村
単
位
の
圏
域

交流サロン

声かけ

コミュニティ
カフェ

権利擁護

外出支援

生活支援サービスの提供イメージ
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99

第２回検討会 柏市 提出資料



100

第２回検討会 柏市 提出資料



具体的な事業
※H25.7月末時点

（現在の生きがい就労者数：１８０名）

①休耕地を利用した
都市型農業事業

②団地敷地内を利用した
植物栽培ユニット事業

⑦生活支援・生活充実事業

③建替後リニューアル団地における
屋上農園事業

④コミュニティ食堂

⑤学童保育事業

建替後のＵＲ団地内に設置を検討

農

農

農

食

保育

支援

事
業
統
括
組
織

事
業
統
括
組
織

⑧福祉サービス事業
※ 同業他者へ展開中

福祉

民間事業者誘致を検討（公募予定）

保育 ⑥保育・子育て支援事業
※ 同業他者へ展開中

ＬＬＰ「柏農えん」 ほか４３名
柏市農業者有志により結成された有限責任事業組合

【学童＋塾】 杉浦環境プロジェクト㈱ ２２名

東京海上日動ベターライフサービス㈱ １４名

（社福）小羊会 特別養護老人ホーム
柏こひつじ園ほか ７６名

【子育て支援】 学校法人くるみ学園ほか ２２名

平成25年4月より

東京大学（IOG）の研究事業として試行稼動 ３名

柏市 提供資料
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